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【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当

第１回新株予約権証券 4,843,800円
 

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額を合算した金額

 511,093,800円
 

(注) １．本募集は2026年８月26日開催の当社取締役会決議に基づ

き、新株予約権を発行するためのものであります。

(注) ２．新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額

は、全ての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと

仮定して算出された金額です。行使価額が修正された場

合には、新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権

の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金

額は増加又は減少する可能性があります。また、新株予

約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権

証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い

込むべき金額の合計額を合算した金額は減少する可能性

があります。

(注) ３．新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及

び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株

予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際し

て払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少しま

す。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第１回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 8,100個(新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 4,843,800円

発行価格
新株予約権１個につき598円(新株予約権の目的である株式１株
当たり5.98円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2026年９月11日(金)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
ＳＣＡＴ株式会社
東京都港区芝浦一丁目２番１号　シーバンスN館　２階

払込期日 2026年９月11日(金)

割当日 2026年９月11日(金)

払込取扱場所
株式会社三井住友銀行　東京営業部
東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

 

(注) １．本有価証券届出書によるＳＣＡＴ株式会社(以下「当社」といいます。)第１回新株予約権(以下「本新株予

約権」といいます。)に係る募集は、2026年８月26日(水)開催の当社取締役会決議によるものです。

２．申込及び払込の方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期日に本新株予約権の割当予定先との間で第

１回募集新株予約権引受契約(以下、「本引受契約」といいます。)を締結し、払込期日までに上記払込取扱

場所へ払込価額の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

４．申込期日に本新株予約権の割当予定先との間で本引受契約を締結しない場合は、本新株予約権に係る割当は

行われないこととなります。

５．当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式に関し、振替機関の名称及び住所は次のとおりです。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等の特質

１．本新株予約権の目的となる株式の総数は810,000株、割当株式数(別記「新株

予約権の目的となる株式の数」欄第１項に定義する。)は100株で確定してお

り、株価の上昇又は下落により行使価額(別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第２項に定義する。以下同じ。)が修正されても変化しない(但し、別

記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されること

がある。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本

新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

２．行使価額の修正基準：当社は、本新株予約権の割当日の６か月を経過した日

の翌日以降に開催される当社取締役会の決議により行使価額の修正を行うこ

とができるものとする。行使価額は、当該決議が行われた日の翌取引日以

降、当該決議が行われた日の直前取引日の株式会社東京証券取引所(以下、

「東京証券取引所」という。)における当社普通株式の普通取引の終値(同日

に終値がない場合には、その直前の終値)に93％を乗じた価額（１円未満の端

数が生じた場合には、これを切り上げる。）(以下、「修正基準日時価」とい

う。)に修正される。但し、修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることと

なる場合には、修正後の行使価額は下限行使価額とする。

３．行使価額の修正頻度：行使の際に本欄第２項に記載のとおり、行使価額の修

正は、直前の行使価額修正から６か月以上経過している場合にのみ行うこと

ができるものとし、当該期間を経過していない場合には、当社は新たな行使

価額修正を行うことはできない。

４．行使価額の下限：当初336円(2026年８月26日付の取締役会の直前取引日にお

ける当社普通株式の東京証券取引所の終値の50％に相当する金額の１円未満

の端数を切り上げた金額とする。以下、「下限行使価額」という。但し、別

記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定を準用して調整される

ことがある。)

５．割当株式数の上限：本新株予約権の目的となる株式の総数は810,000株(2026

年４月30日現在の発行済株式総数5,240,000株に対する割合は15.46％)、割当

株式数は100株で確定している。

６．本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本欄第４項に記載の

行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額)：

277,003,800円(但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

７．本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を

可能とする条項が設けられている(詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事

由及び取得の条件」欄を参照)。

新株予約権の目的となる株

式の種類

ＳＣＡＴ株式会社　普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式

です。なお、当社普通株式の単元株式数は、100株です。

新株予約権の目的となる株

式の数

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式810,000株と

します(本新株予約権１個あたりの目的である株式の数(以下「割当株式数」

といいます。)は100株とします。)。但し、本項第２号及び第３号により割当

株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整

後割当株式数に応じて調整されるものとします。

 ２．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」第３号の規定に従って行使価

額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整されるものとし

ます。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる

割当株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨

てるものとします。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行

使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄に定める調整前行使価

額及び調整後行使価額とします。

 

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

 
 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使

時の払込金額」欄第４号(2)及び(5)による行使価額の調整に関し、各号に定

める調整後行使価額を適用する日と同日とします。
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 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の

前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、

調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項

を書面で通知します。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことが

できない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

新株予約権の行使時の払込

金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行

使価額に割当株式数を乗じた額とします。

 ２．本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額

(以下、「行使価額」という。)は、当初金625円とします。

 ３．行使価額は、本新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降に開催され

る当社取締役会の決議により行使価額の修正を行うことができるものとす

る。行使価額は、当該決議が行われた日の翌取引日以降、修正基準日時価に

修正される。但し、修正基準日時価が下限行使価額を下回ることとなる場合

には、修正後の行使価額は下限行使価額とする。なお、本項に基づく行使価

額の修正は、直前の行使価額修正から６か月以上経過している場合にのみ行

うことができるものとし、当該期間を経過していない場合には、当社は新た

な行使価額修正を行うことはできない。

 ４．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記(2)に掲げる各事由により当社の発行

済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合

には、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」といいます。)をもって

行使価額を調整します。

  
    

既発行普通株式数＋
割当株式数×１株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行普通株式数＋割当株式数
 

 
 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適

用時期については、次に定めるところによります。

 ①　本号(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに

発行し、又は当社の有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによ

る場合を含みます。)(但し、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の

役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は

処分する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含みま

す。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社

普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付す

る場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付す

る場合を除きます。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその

最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とします。)以降、又は

かかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。

 ②　株式分割により当社普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用し

ます。

 ③　本号(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付す

る定めのある取得請求権付株式又は本号(4)②に定める時価を下回る払込

金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含みます。)を発行又は付与する場合(但し、当社

の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするス

トック・オプションを発行する場合を除きます。)

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株

予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式

を適用して算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日)以

降又は(無償割当ての場合は)効力発生日以降これを適用します。但し、

株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その

日の翌日以降これを適用します。
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 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含みます。)の取得と引換えに本号(4)②に定める

時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価

額は、取得日の翌日以降これを適用します。

⑤　本号(2)①から③までの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の

発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を

条件としているときには、本号(2)①乃至③にかかわらず、調整後行使価

額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用します。この場合にお

いて、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の

行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社

普通株式を追加的に交付します。この場合、１株未満の端数を生じると

きはこれを切り捨てるものとします。

 

 
株式数

 
＝

(
調整前

行使価額
－
調整後

行使価額
)×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
 (3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差

額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行いません。但し、そ

の後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合

には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこ

の差額を差し引いた額を使用します。

 (4) その他

①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入します。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される

日(但し、本号(2)⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30連続

取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値(終値のない日数を除きます。)とします。この場合、平均値の計算

は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入します。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日が

ない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日におけ

る当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当

社普通株式を控除した数とします。また、上記(2)②の場合には、行使価

額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有す

る当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとし

ます。

 (5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使

価額の調整を行います。

 ①　株式の併合、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額

の調整を必要とするとき。

 ②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生に

より行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

 (6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前

日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨、その事由、調整

前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面

で通知します。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができ

ない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価額の総額

511,093,800円

(注)　但し、行使価額が調整された場合には、新株予約権の発行価額の総額に新

株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は増加

又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない

場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権証券

の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額

を合算した金額は減少します。
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新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請

求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額に、行使請求

に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の

目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とします。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準

備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はそ

の端数を切り上げた額とします。)、当該資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とします。

新株予約権の行使期間 2026年９月11日から2029年９月10日までとします。

新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所及び払込

取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

ＳＣＡＴ株式会社　経営管理本部

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社三井住友銀行　東京営業部

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできません。

自己新株予約権の取得の事

由及び取得の条件

本新株予約権の割当日以降、いつでも当社は、当社取締役会が別途定める日(以

下、本項において「取得日」といいます。)の２週間前までに本新株予約権者に対

する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につ

き発行価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得

することができます。なお、本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選そ

の他の合理的な方法として当社取締役会が決定する方法により行うものとしま

す。

新株予約権の譲渡に関する

事項

会社法第236条第１項第６号に基づく譲渡制限については該当事項はありません。

但し、本引受契約において、本新株予約権の譲渡について、当社取締役会の承認

を要する旨の譲渡制限を合意する予定です。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸

収分割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社

となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転(以下「組織再編行為」

と総称します。)を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残

存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、

吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完

全親会社(以下「再編当事会社」と総称します。)は以下の条件に基づき本新株予

約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとします。

(1) 新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を

勘案して合理的に調整します。調整後の１個未満の端数は切り捨てます。

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端

数は切り上げます。

(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端

数は切り上げます。

(5) 新たに交付される新株予約権にかかる行使期間、当該新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、再編当事会

社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交

付、新株予約権証券及び行使の条件

発行要項に準じて、組織再編行為に際して決定します。
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(注) １．本新株予約権の行使の方法

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、所定の行使請求書に、自己の氏名又は名称及び

住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座(社債、株式等の振替に関する法律

(「振替法」といいます。)第131条第３項に定める特別口座を除きます。)のコードその他必要事項を記載

してこれに記名押印した上、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の行使期間中に別記「新株予約権の行

使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の行使請求の受付場所に提出しかつ、かかる行使請

求の対象となった本新株予約権の数に行使価額を乗じた金額(以下「出資金総額」といいます。)を現金に

て別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３号に定める払込取扱場所

の当社が指定する口座(以下「指定口座」という。)に振り込むものとします。なお、本項に従い行使請求

の受付場所に対し行使請求に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することはできません。

(2) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類が、不備なく別記「新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出され、かつ当該

本新株予約権の行使にかかる出資金総額が指定口座に入金された場合において、当該行使請求書にかかる

新株予約権行使請求取次日に発生します。

２．株式の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律(平成13年法律第75号)及びその

他の関係法令に基づき、本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄

に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付します。

３．新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権にかかる証券を発行しません。

 
(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。

 
２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

511,093,800円 7,411,875円 503,681,925円
 

(注) １．払込金額の総額は、第１回新株予約権証券の発行価額の総額4,843,800円、第１回新株予約権証券の行使に

際して払い込むべき金額の総額506,250,000円を加えた額です。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、資本金の増加の登記にかかる登録免許税等約1,861千円、新株予約権の算定

費用1,250千円、有価証券届出書等作成支援費用2,300千円、第三者委員会に係る弁護士費用1,500千円、外

部調査機関に対する割当先の信用調査費用として500千円の総額を見込んでいます。なお、発行諸費用の概

算額には、消費税等は含まれていません。

３．本新株予約権の行使価額が調整された場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額の合計額を合算した金額は増加又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内に行

使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権証券の発行価額の総額

に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少します。その際には投資対象

事業のリスケジューリング及び手元資金又は別途第三者割当等による調達による充当を想定しています。

 
(2) 【手取金の使途】

(1) 資金調達の主な目的

当社グループは、主力である美容ＩＣＴ事業を中心に、ビジネスサービス事業(ＢＰＯ)及び介護サービス事業

を展開しており、これら３つの事業を通じて、ストック型収益を基盤とした複合的な事業ポートフォリオを構築

しております。美容ＩＣＴ事業においては、美容サロン向けの顧客管理、売上管理、予約管理、ＰＯＳ・ＣＲＭ

関連システム等を提供し、顧客基盤の維持・拡大及び継続課金型の収益拡大に取り組んでおります。また、ビジ

ネスサービス事業においては、当社グループが有する業務運営ノウハウ及び人材リソースを活用したＢＰＯサー

ビスを提供し、介護サービス事業においては、地域に根差した介護施設の運営を通じて、安定的なサービス提供

体制の構築に努めております。
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当社グループは、2023年12月14日に公表した中期３ヵ年計画(2024年10月期から2026年10月期)において、既存

事業の構造改革及び新しいサービスと事業の創出を通じた成長と安定収益の確保を基本方針として掲げておりま

す。当該中期経営計画においては、ストック収益の拡大・深化、周辺領域を含む市場拡張・進化、及びＡＩ活用

等を含む成長投資を重要な施策として位置付けており、当社グループの中長期的な企業価値向上のためには、既

存事業の収益基盤をより強固なものとするとともに、外部環境の変化に対応した機動的な投資を継続的に実行し

ていくことが不可欠であると認識しております。

なお、当社グループの現行中期経営計画は2026年10月期までを対象としておりますが、本第三者割当により調

達する資金の一部については、2029年７月までの支出を想定しております。当社グループとしては、現行中期経

営計画終了後においても、美容ＩＣＴ事業を中核事業と位置付け、既存サービスの機能拡充、ＡＩ・ＤＸを活用

した新サービスの開発、専門人材の採用・育成、顧客基盤の拡大及び収益性の向上に向けた投資を継続する方針

です。また、介護サービス事業についても、安定収益を支える事業基盤として、介護ＤＸの推進及び既存施設の

修繕・設備更新等を継続的に実施する方針です。また、現行中期経営計画後の具体的な事業計画、投資額、投資

時期及び個別施策の詳細については、今後の事業環境、業績動向、技術動向、Ｍ＆Ａの進捗状況及び新株予約権

の行使状況等を踏まえて策定・見直しを行う予定であり、現時点において確定しているものではありません。

また、当社は、東京証券取引所による「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」に関する要請

を踏まえ、資本収益性の改善、収益力の向上、ＰＢＲの改善及び株主価値の向上に向けた取り組みを進めており

ます。当社は、2025年12月12日公表の「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について(アップ

デート)」及び同日公表の「中期経営計画の見直しに関するお知らせ」において、足元の事業環境及び業績動向を

踏まえたうえで、引き続き成長戦略の実行及び収益性の向上に取り組む方針を示しております。当社グループと

しては、株主資本コストを上回る資本収益性を実現し、市場からの評価を高めていくためには、単なる財務体質

の維持にとどまらず、既存事業の競争力強化、成長分野への投資、及び将来収益の獲得に向けた事業基盤の拡充

を着実に進める必要があると考えております。

なお、当社は、2026年４月30日現在において約12億円の現預金を保有しておりますが、当該現預金について

は、既存事業の運転資金、突発的な資金需要への対応、財務健全性の維持に加え、今後当社グループの成長戦略

上必要となるＭ＆Ａ、資本業務提携、新規事業開発その他の投資機会に機動的に対応するための原資として確保

しておく必要があるものと考えております。

当社としては、現預金を本第三者割当に係る資金使途に全額又は大部分充当することも検討いたしましたが、

手元流動性を大きく低下させた場合、今後のＭ＆Ａ案件その他の投資機会への対応力が低下するほか、事業環境

の変化や不測の資金需要に対する財務上の柔軟性を損なう可能性があると判断いたしました。

そのため、当社は、現預金を一定程度確保しつつ、本第三者割当により調達する資金を、既存事業への投資、

Ｍ＆Ａに係る投資資金及び付随費用、ＡＩ・ＤＸ関連サービスの開発費用並びに介護施設修繕費用等に充当する

ことが、中長期的な成長投資を機動的かつ継続的に実行する観点から合理的であると判断しております。

本第三者割当により一定の希薄化が生じることは認識しておりますが、手元資金の過度な取り崩しを避けつ

つ、成長投資を実行することで、収益力の向上、事業基盤の拡充及び資本効率の改善を図ることが可能となり、

中長期的には企業価値及び株主価値の向上に資するものと考えております。

このような方針のもと、当社グループは、まず、主力である美容ＩＣＴ事業を中心とした既存事業への投資を

重要な資金使途と位置付けております。美容サロン業界においては、人手不足、予約・顧客管理の高度化、マー

ケティング施策のデジタル化、業務効率化ニーズの高まり等を背景として、ＩＴ・ＤＸ関連サービスへの需要が

継続的に拡大しているものと認識しております。特に、ＡＩ技術の進展により、顧客データの分析、来店予測、

販促支援、業務自動化、サロン経営支援等の領域において、従来のシステム提供にとどまらない付加価値の創出

が可能となっております。当社グループにおいても、既存プロダクトの機能拡充、ＡＩを活用したサービス開

発、顧客接点の強化、営業・カスタマーサポート体制の高度化、基幹システムや社内業務プロセスの効率化等を

推進することにより、既存顧客からの収益拡大、新規顧客の獲得、解約率の低減及び収益性の向上を図ってまい

ります。
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次に、当社グループは、非連続的な成長を実現するため、Ｍ＆Ａに係る費用にも本第三者割当による調達資金

を充当する予定です。当社グループの事業領域においては、美容ＩＣＴ事業とのシナジーが見込まれるＩＴサー

ビス、ＤＸ支援、サロン向け周辺サービス、顧客基盤を有するサービス事業者、またはＢＰＯ・介護サービス事

業との補完関係を有する事業者等について、当社グループの既存事業との連携により、顧客基盤の拡大、提供

サービスの多様化、収益機会の拡充及び経営効率の向上を実現できる可能性があると考えております。Ｍ＆Ａ

は、対象会社の探索、初期的な検討、デューデリジェンス、バリュエーション、法務・会計・税務アドバイザー

費用、契約交渉、取得対価の一部支払等、案件の進捗に応じて一定の資金需要が発生するものであり、機動的な

対応力を確保しておくことが、良質な案件機会を逃さないために重要であります。当社は、投資対象の事業内

容、財務状況、収益性、当社グループとのシナジー、投資回収可能性及びリスクを慎重に検討したうえで、当社

グループの中長期的な成長に資するＭ＆Ａを積極的に検討してまいります。

さらに、介護サービス事業においては、既存施設の安全性、快適性及びサービス品質の維持・向上を目的とし

て、介護施設の修繕費用にも調達資金を充当する予定です。介護施設の運営においては、利用者の生活環境の維

持、施設設備の老朽化対応、衛生・安全管理、法令・行政指導への対応、職員の業務環境の改善等が重要であ

り、必要な修繕・改修を適時に実施することは、安定的な施設運営及びサービス品質の維持に不可欠でありま

す。また、施設の修繕・設備更新を計画的に行うことにより、突発的な修繕負担や運営上のリスクを抑制し、利

用者及びそのご家族に安心して選ばれる施設運営を継続することが可能になると考えております。当社グループ

は、介護サービス事業を安定収益を支える重要な事業の一つと位置付けており、必要な修繕投資を通じて、事業

基盤の維持・強化及び中長期的な収益安定化を図ってまいります。

以上のとおり、当社グループは、本第三者割当による調達資金を、①既存事業への投資、②Ｍ＆Ａに係る費

用、③介護施設修繕費用に充当することにより、主力である美容ＩＣＴ事業の成長投資、Ｍ＆Ａを通じた非連続

的な成長機会の獲得、及び介護サービス事業における安定的な事業運営基盤の維持・強化を同時に推進してまい

ります。これらの施策は、中期経営計画に掲げる成長戦略及び資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた

取り組みと整合するものであり、当社グループの収益力、資本効率及び企業価値の向上に資するものと判断して

おります。

当社は、本第三者割当による資金調達により、一定の希薄化が生じることを認識しておりますが、上記の各施

策を着実に実行し、既存事業の成長、Ｍ＆Ａによる事業規模の拡大及び収益基盤の強化、並びに介護サービス事

業の安定運営を実現することにより、中長期的には当社グループの企業価値向上及び既存株主の皆様の利益に資

するものと考えております。したがって、当社は、本第三者割当による資金調達が、当社グループの成長戦略を

加速させるために必要かつ合理的な施策であると判断し、本資金調達の実施を決議いたしました。
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(2) 手取金の使途

＜本新株予約権の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な使途
金　額
(千円)

支出予定時期

① Ｍ＆Ａに係る投資資金及び付随費用 128,500 2026年10月～2026年12月

② ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用 229,906 2027年１月～2029年７月

③ 採用・人件費(専門職・ＡＩ人財採用を含む) 91,200 2027年５月～2029年７月

④ 人的資本投資(ＡＩ投資・教育・リスキリング) 9,000 2026年10月～2029年７月

⑤ 介護ＤＸ費用 10,045 2026年12月～2029年７月

⑥ 介護施設修繕費用 35,030 2026年12月～2029年６月

 計 503,681  
 

(注) １．上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は事業用資金とは別の銀行預金で保管する予定です。

２．株価低迷により権利行使が進まない場合は、手元資金の活用及び新たな資本による調達、又は、その他の

手段による資金調達について検討を行う予定です。また、今後、当社を取り巻く環境に変化が生じた場合

など、その時々の状況に応じて、資金の使途又は金額を変更する可能性があります。資金の使途又は金額

に変更があった場合には、速やかに開示・公表します。

３．資金使途は、記載の優先順位にて充当する予定です。なお、新株予約権の行使が進捗せず充当が進まない

場合には、資金使途の見直し及び別途の資金調達の可能性があります。

 
本第三者割当により調達される手取金の使途のより具体的な内容につきましては、以下のとおりです。

 
①　Ｍ＆Ａに係る投資資金及び付随費用

当社グループは、中期経営計画に掲げる既存事業の深化、周辺領域への事業拡張及び新たな収益基盤の構築

を加速するため、当社グループの既存事業とのシナジー創出が期待できる事業領域を中心に、Ｍ＆Ａ、事業譲

受、資本業務提携等を検討してまいります。本資金は、主として、介護サービス事業における事業基盤の拡大

を目的としたＭ＆Ａ、及び美容ＩＣＴ事業におけるサービス領域の拡充・顧客基盤の拡大を目的としたＭ＆Ａ

に係る投資資金及び付随費用に充当する予定です。

介護サービス事業においては、当社グループが運営する既存施設との地域的・運営上の補完関係が見込まれ

る介護施設、介護サービス事業者又は関連事業の譲受・取得等を想定しております。介護サービス事業は、高

齢化の進展を背景として安定的な需要が見込まれる一方、人材確保、施設運営ノウハウ、設備管理、行政対応

等が重要となる事業であります。当社グループとしては、既存の運営体制及び管理ノウハウを活用しながら、

施設数・利用者基盤の拡大、運営効率の向上及び安定収益の拡充を図ることにより、介護サービス事業を当社

グループの安定収益を支える事業基盤として強化してまいります。

また、美容ＩＣＴ事業においては、当社グループが提供するＰＯＳシステム、顧客管理、予約管理、ＣＲＭ

関連サービス等との親和性が高いソフトウエア開発会社、ＳａａＳ・クラウドサービス事業者、ＤＸ支援会

社、美容サロン向け周辺サービスを提供する事業者等を主な対象として想定しております。これらの会社との

資本提携又は買収により、当社グループが有する既存顧客基盤、販売チャネル、業界知見及びシステム開発・

運用ノウハウと、対象会社が有する技術、サービス、人材又は顧客基盤を組み合わせることで、サービスライ

ンナップの拡充、顧客単価の向上、解約率の低減、新規顧客獲得力の強化及びストック型収益の拡大を図って

まいります。

本資金は、株式取得又は事業譲受に係る取得対価のほか、Ｍ＆Ａ仲介会社への手数料、デューデリジェンス

費用、バリュエーション費用、法務・会計・税務等の外部専門家費用、契約書作成・レビュー費用、クロージ

ングに関連する諸費用、及びＭ＆Ａ実行後のＰＭＩ、管理体制の整備、システム連携、業務プロセスの統合等

に係る費用に充当する予定です。
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なお、Ｍ＆Ａに係る投資資金及び付随費用については、現時点において、美容ＩＣＴ事業とのシナジーが見

込まれる候補先１社との間で、初期的な検討及び条件協議を進めております。現時点では最終契約の締結には

至っておらず、取得条件、取得範囲、デューデリジェンスの結果その他の条件について協議・検討を継続して

いる段階です。想定する金額規模は、取得対価及び付随費用を含め、１件当たり概ね１億円程度を想定してお

ります。

また、当該候補先との間で最終的に合意に至らなかった場合に備え、美容ＩＣＴ事業とのシナジーが見込ま

れる別の候補先１社についても検討を行っております。当該候補先についても、事業内容、当社グループとの

親和性及び想定される投資規模は上記候補先と概ね同水準であり、１件当たり概ね１億円程度の案件として検

討しております。したがって、現時点における候補先は美容ＩＣＴ事業領域において合計２社です。

これらの候補先との交渉がいずれも合意に至らなかった場合には、当社グループの成長戦略に沿った他の

Ｍ＆Ａ、事業譲受、資本業務提携等の案件に充当する予定です。また、具体的な代替案件が一定期間内に具体

化しない場合には、ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用、専門人材の採用・人件費、人的資本投資

等、当社グループの既存事業の成長及び収益力向上に資する施策への充当を検討いたします。

なお、介護サービス事業におけるＭ＆Ａについては、現時点において、買収先候補企業１社を選定してお

り、当社より意向表明書を提出し、当該候補先より応諾書を受領しております。また、当社グループ及び当該

候補先双方の介護施設の見学を実施し、施設運営の状況、介護業務の引継ぎ可能性及び今後の協議継続に関す

る意思確認を行っております。加えて、当該候補先の事業内容に関するヒアリングを実施するとともに、就業

規則、給与規程、シフト勤務の状況等の労務関係資料の確認を進めており、現在、当該候補先の事業計画を策

定・精査している段階です。今後は、財務・事業デューデリジェンス及び不動産鑑定を実施する予定であり、

当該候補先との間で実施時期及び具体的なスケジュールを調整しております。現時点における当該候補先の希

望譲渡価格は約２億円であり、当社としては、当該候補先１社を中心に、取得価格の妥当性、財務状況、収益

性、既存施設との運営上のシナジー、投資回収可能性及び各種デューデリジェンスの結果等を踏まえて、最終

的な取得条件を慎重に検討してまいります。

当社は、対象会社又は対象事業の事業内容、成長可能性、収益性、財務状況、当社グループとのシナジー、

取得価格の妥当性、投資回収可能性及びリスク等を慎重に検討したうえで、当社グループの企業価値向上に資

すると判断される案件について、機動的に実行してまいります。これらのＭ＆Ａ投資により、既存事業の業容

拡大、収益基盤の強化、非連続的な成長機会の獲得及び中長期的な企業価値向上を図ってまいります。

上記候補先については、候補先すべての取得を実行することを前提としているものではなく、現在具体的な

検討及び条件協議を進めている候補先について最終的に合意に至らなかった場合に備え、別の候補先を代替候

補として検討しているものです。したがって、現時点においては、取得対価及び付随費用を含め概ね1億円程度

のＭ＆Ａを実行することを想定しております。このため、取得対価及びＭ＆Ａに付随する各種費用並びに取得

条件等の変動を考慮し、本新株予約権の行使による調達資金のうち128,500千円を本資金使途に充当する予定で

す。なお、最終的な取得条件等により当該金額を超える資金需要が生じた場合には、当社の手元資金を充当す

る予定です。

 
②　ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用

当社グループは、主力である美容ＩＣＴ事業において、美容サロン向けＰＯＳシステム、顧客管理システ

ム、予約管理、ＣＲＭ関連サービス等を提供しており、これらのサービスを通じて、美容サロンの業務効率

化、顧客管理の高度化及び経営支援に取り組んでおります。当社グループが中期経営計画において掲げる既存

事業の深化及び新しいサービスの創出を実現するためには、既存プロダクトの機能拡充に加え、ＰＯＳ、ＣＲ

Ｍ及び顧客データを活用したＡＩ・ＤＸ関連サービスを新たな成長基軸として立ち上げることが重要であると

考えております。

近年、美容サロン業界においては、人手不足、予約・顧客管理業務の複雑化、顧客ニーズの多様化、販促・

マーケティング施策の高度化、リピート率向上、休眠顧客の掘り起こし、解約防止、スタッフの生産性向上等

を目的として、データ活用及びＤＸ関連サービスへの需要が高まっております。特に、ＡＩ技術の進展によ

り、来店履歴、購買履歴、施術履歴、予約動向、販促反応等のデータを分析し、顧客ごとの来店予測、販促提

案、予約枠の最適化、売上動向の可視化、経営改善に資するレポーティング等を実現することが可能となって

おります。

EDINET提出書類

ＳＣＡＴ株式会社(E32814)

有価証券届出書（組込方式）

11/35



 

本資金は、当社グループが提供する既存のＰＯＳ、ＣＲＭ、予約管理、顧客管理等のシステムと連携するＡ

Ｉ・ＤＸ関連サービスのソフトウエア開発費用に充当する予定です。具体的には、顧客データの分析機能、来

店予測機能、休眠顧客の抽出機能、顧客属性に応じた販促・キャンペーン提案機能、予約・稼働状況の可視化

機能、売上分析・経営管理レポート機能、カスタマーサポート業務の効率化機能等、美容サロンの経営課題の

解決に資する機能の開発を想定しております。

なお、①Ｍ＆Ａに係る投資資金及び付随費用と、②ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用は、相互に

代替するものではなく、当社グループの美容ＩＣＴ事業の成長を図るため相互に補完する関係にあります。

当社がＭ＆Ａの候補先として想定している会社は、主として小規模サロン向けにクラウド型サービスを提供

している会社であり、顧客基盤の拡大及びサービス領域の拡充を目的とするものです。

一方、②ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用は、当社グループの既存サービスに蓄積される顧客

データ、予約情報、売上情報等を活用したＡＩ関連機能の開発、既存システムとの連携、データ分析機能、販

促支援機能等の追加・高度化を目的とするものです。

そのため、Ｍ＆Ａが想定どおり成立した場合であっても、②ＡＩ・ＤＸサービスのソフトウエア開発費用が

不要となるものではなく、原則として当初予定どおり実施する方針です。もっとも、Ｍ＆Ａの内容、対象会社

の保有する技術・サービス、既存システムとの重複状況等を踏まえ、開発内容、支出時期又は金額を見直す可

能性があります。

また、当該開発に係る要件定義、基本設計、詳細設計、プログラム開発、既存システムとの連携、データ

ベース設計、ＡＩモデル又は外部ＡＩサービスとの連携、ユーザーインターフェース及びユーザー体験の改

善、テスト・検証、セキュリティ対策、クラウド環境・サーバー環境の構築、外部開発会社又は技術パート

ナーへの委託費用、ライセンス利用料、保守・運用体制の整備等にも充当する予定です。

当社グループは、これらの開発投資により、既存サービスの付加価値向上、顧客満足度の向上、解約率の低

減、顧客単価の向上及び新規顧客獲得力の強化を図ってまいります。また、従来の業務管理システムの提供に

加え、データ活用及びＡＩを活用した経営支援サービスを提供することで、美容サロン向けサービスの競争力

を高め、ストック型収益の拡大・深化を目指してまいります。

当社グループは、当該ソフトウエア開発が、中期経営計画に掲げる「既存事業の深化」、「新しいサービス

と事業の創出」及び「周辺領域を含む市場拡張・進化」に資するものであり、当社グループの収益力向上、資

本効率の改善及び中長期的な企業価値向上に寄与するものと判断しております。なお、本新株予約権の行使に

よる調達資金から229,906千円を本資金使途に充当する予定です。

当該229,906千円の主な内訳として、ＡＩ関連開発費については、当社開発担当者の人件費のうちＡＩ関連開

発に従事する割合に応じて21,797千円、さらに外注費として38,362千円、セキュリティライセンス・保守料と

して24,800千円を見込んでおります。また、美容系ＤＸ開発費用については、美容ＩＣＴ事業におけるＤＸ関

連機能の開発、開発環境の整備、ＳＥ及びプログラマー等の人件費その他開発関連費用として144,947千円を見

込んでおります。

 
③　採用・人件費(専門職・ＡＩ人財採用を含む)

当社グループは、主力である美容ＩＣＴ事業におけるＡＩ・ＤＸ関連サービスの立ち上げ、既存サービスの

機能拡充、顧客基盤の拡大及び継続課金型収益の拡大を実現するためには、ソフトウエア開発投資に加え、こ

れらの施策を実行する専門人材の確保が不可欠であると考えております。特に、ＰＯＳ、ＣＲＭ、予約管理、

顧客管理等の既存サービスに蓄積されるデータを活用し、ＡＩを用いた顧客分析、来店予測、販促支援、業務

効率化、サロン経営支援等の機能を実装・運用していくためには、システム開発、データ活用、ＡＩ・ＤＸ

サービス企画、プロジェクトマネジメント等に関する専門性を有する人材の採用及び体制整備が必要となりま

す。

本資金は、ＡＩ・ＤＸ関連サービスの開発及び既存事業の成長を推進するための採用費及び人件費に充当す

る予定です。具体的には、エンジニア、プロジェクトマネージャー、データ分析・ＡＩ活用に知見を有する人

材、サービス企画・プロダクトマネジメント人材、営業人員、カスタマーサクセス・導入支援人員、サポート

体制の強化に必要な人材、並びにこれらの事業拡大を支える管理部門人材等の採用費、人材紹介手数料、採用

広報費、給与、賞与、法定福利費、外部人材・業務委託人材に係る費用等に充当することを想定しておりま

す。
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また、ＡＩ・ＤＸ関連サービスの立ち上げにあたっては、単に技術人材を確保するのみならず、顧客である

美容サロンの業務実態や経営課題を理解し、サービスの導入、活用支援、運用改善及び顧客満足度向上につな

げる体制を構築することが重要であります。そのため、開発部門、営業部門、カスタマーサポート部門及び管

理部門が連携し、顧客ニーズの把握、機能改善、導入支援、利用促進、解約防止等を継続的に実行できる組織

体制の整備にも取り組んでまいります。

当社グループは、これらの採用及び人件費への投資を通じて、ＡＩ・ＤＸ関連サービスの開発・運用体制を

強化するとともに、既存顧客への提供価値の向上、新規顧客獲得力の強化、顧客単価の向上及び解約率の低減

を図ってまいります。当該投資は、中期経営計画に掲げる既存事業の深化、新しいサービスと事業の創出、並

びにストック型収益の拡大に資するものであり、当社グループの収益力向上及び中長期的な企業価値向上に寄

与するものと判断しております。なお、本新株予約権の行使による調達資金から91,200千円を本資金使途に充

当する予定です。

 
④　人的資本投資(ＡＩ投資・教育・リスキリング)

当社グループは、中期経営計画に掲げる既存事業の深化及び新しいサービスと事業の創出を実現するために

は、ＡＩ・ＤＸ関連サービスの開発や専門人材の採用に加え、既存社員を含む組織全体のＡＩ活用力を高め、

業務プロセス及び顧客提供価値の双方を継続的に改善していくことが重要であると考えております。特に、主

力である美容ＩＣＴ事業においては、ＰＯＳ、ＣＲＭ、予約管理、顧客管理等の既存サービスを通じて蓄積さ

れるデータを活用し、顧客分析、販促支援、業務効率化、カスタマーサポートの高度化等につなげていくた

め、開発部門のみならず、営業、カスタマーサクセス、サポート、管理部門等を含む全社的なＡＩ活用能力の

向上が必要となります。

本資金は、当社グループにおける人的資本投資として、社員向けのＡＩ・ＤＸ関連研修、生成ＡＩその他Ａ

Ｉツールの利用教育、データ分析・業務効率化に関する研修、外部研修・セミナー受講、資格取得支援、リス

キリングプログラムの導入、社内勉強会・ワークショップの実施、ＡＩ活用に係る業務マニュアル及びガイド

ラインの整備、並びに社内業務へのＡＩ導入を推進するための外部専門家費用等に充当する予定です。

また、ＡＩ活用を一過性の取り組みにとどめず、実際の業務改善及びサービス品質向上につなげるため、各

部門における利用事例の創出、業務フローへの組込み、情報管理・セキュリティ面のルール整備、顧客対応品

質の向上、開発・営業・サポート部門間の連携強化等にも取り組んでまいります。これにより、既存社員の生

産性向上、業務効率化、顧客対応力の強化及び新サービス開発に向けた企画力の向上を図ることが可能になる

と考えております。

当社グループは、これらの教育・リスキリングを中心とする人的資本投資を通じて、ＡＩ・ＤＸ関連サービ

スの開発及び導入を支える組織基盤を強化するとともに、既存事業の収益性向上、ストック型収益の拡大、顧

客満足度の向上及び中長期的な企業価値向上につなげてまいります。当該投資は、中期経営計画に掲げる成長

戦略及び資本収益性の改善に資する合理的な資金使途であると判断しております。なお、本新株予約権の行使

による調達資金から9,000千円を本資金使途に充当する予定です。

当該9,000千円の内訳として、ＡＩ活用の環境整備費用については、ＳＣＡＴの社員120名を対象にGoogle

Workspaceのライセンスを付与し、Google Geminiを利用した生成ＡＩ活用環境を継続的に整備するための費用

として6,000千円を見込んでおります。また、ＡＩ教育費用については、社員のＡＩ活用スキル向上を目的とし

て、当社が社員教育で利用している研修会社の講座を活用し、3,000千円を見込んでおります。

 
⑤　介護ＤＸ費用

当社グループは、介護サービス事業において、有料老人ホーム等の介護施設を運営しており、地域に根差し

た介護サービスの提供を通じて、安定的な収益基盤の構築に取り組んでおります。一方で、介護サービス事業

においては、人材確保の難しさ、職員の業務負担の増加、利用者情報・介護記録の管理、行政対応、請求業

務、施設運営管理等の業務が多岐にわたっており、安定的かつ高品質なサービス提供を継続するためには、業

務の効率化及び情報管理体制の高度化が重要であると認識しております。
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本資金は、介護サービス事業におけるＤＸ推進費用として、介護記録システム、請求管理システム、勤怠・

シフト管理システム、利用者情報管理システム、職員間の情報共有ツール、見守り・安全管理に資する機器又

はシステム、業務効率化のためのタブレット端末・周辺機器、クラウドサービスの導入、既存システムとの連

携、セキュリティ対策、導入支援、初期設定、職員向け研修等に係る費用に充当する予定です。

これらのＤＸ投資により、介護記録や請求業務等の事務負担を軽減し、職員が利用者への直接的なケアに注

力できる環境を整備するとともに、情報共有の迅速化、記録の正確性向上、業務プロセスの標準化、施設運営

状況の可視化及び管理体制の強化を図ってまいります。また、見守り機器や安全管理システム等の導入を通じ

て、利用者の安全性及び快適性の向上、事故リスクの低減、職員の心理的・身体的負担の軽減にもつなげてま

いります。

当社グループは、介護ＤＸを推進することにより、介護サービス事業における業務効率化、サービス品質の

維持・向上、職員の働きやすい環境づくり及び安定的な施設運営を実現してまいります。当該投資は、介護施

設の修繕・リニューアルとあわせて、介護サービス事業の収益基盤を維持・強化し、中長期的な企業価値向上

に資する合理的な資金使途であると判断しております。なお、本新株予約権の行使による調達資金から10,045

千円を本資金使途に充当する予定です。

当該10,045千円の主な内訳として、介護職員の事務作業の効率化、施設内における情報共有の円滑化及び入

居者への誤薬防止等を目的として、介護スタッフの動線削減に資するタブレット型システムであるケアパレッ

トの導入費用として1,650千円を見込んでおります。また、高齢入居者の安全確保を目的とした見守り機器・シ

ステムの導入費用として6,000千円を見込んでおり、当該費用には、機器の購入費用のほか、電話配線工事等の

環境整備に係る費用を含んでおります。さらに、新たにＭ＆Ａによりグループ化することを想定している介護

施設において、手書きカルテ等の運用をシステム化し、当社グループの他の介護施設と同様の業務管理体制を

整備するため、当社が利用しているＮＤソフトウエア株式会社の介護業務支援システム「ほのぼの」の初期費

用及びライセンス購入費用として2,395千円を見込んでおります。

 
⑥　介護施設修繕費用

当社グループは、介護サービス事業において、有料老人ホーム等の介護施設を運営しており、地域に根差し

た介護サービスの提供を通じて、安定的な収益基盤の構築に取り組んでおります。介護サービス事業において

は、利用者の安全性及び快適性の確保、職員の労働環境の維持・改善、施設設備の老朽化対応、衛生管理、防

災・防犯体制の整備、行政指導及び各種法令への対応等が重要であり、既存施設の安定的な運営及びサービス

品質の維持・向上を図るうえで、計画的な修繕及び設備更新を継続的に実施する必要があります。

本資金は、当社グループが運営する介護施設における建物、居室、共用部、浴室、厨房、空調、給排水、電

気設備、消防設備、ナースコールその他介護施設運営に必要となる各種設備の修繕、更新及び改修に係る費用

に充当する予定です。また、利用者の生活環境の改善、転倒防止等の安全対策、バリアフリー対応、衛生環境

の維持、感染症対策、職員の業務効率化及び働きやすい職場環境の整備等を目的とする施設リニューアルにつ

いても、必要に応じて実施してまいります。

介護施設における建物・設備の老朽化や不具合を放置した場合、利用者の安全性や快適性の低下のみなら

ず、突発的な修繕費用の発生、施設運営への支障、職員の業務負担増加、行政対応上のリスク等につながる可

能性があります。そのため、当社グループは、各施設の老朽化状況、設備の使用状況、緊急性、入居者への影

響、費用対効果等を総合的に勘案し、優先順位を付けたうえで、必要な修繕・設備更新を計画的に実施してま

いります。

これらの修繕及び施設リニューアルを通じて、利用者及びそのご家族に安心して選ばれる施設環境を維持す

るとともに、職員が安定的にサービスを提供できる業務環境を整備し、介護サービス事業の安定運営及びサー

ビス品質の向上を図ってまいります。当社グループは、当該投資が、介護サービス事業における収益基盤の維

持・強化、運営リスクの低減及び中長期的な企業価値向上に資する合理的な資金使途であると判断しておりま

す。なお、３件の施設の修繕を計画しており、本新株予約権の行使による調達資金から35,030千円を本資金使

途に充当する予定です。
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＜資金調達の方法として本第三者割当による新株予約権発行を選定した理由＞

当社の資金需要につきましては、前述「２　新規発行による手取金の使途(2) 手取金の使途」に記載のとおり

ですが、資金調達の方法としては、当社の事業拡大に伴う収益の向上ならびに財務基盤の安定化を目的とし、当

社の財務体質の安定性を確保する必要性及び銀行借入による資金調達は与信枠や借入コストの問題があることの

理由から、既存株主の皆様の株式の希薄化を懸念しつつも間接金融ではなく、直接金融での資金調達を行うこと

としました。そのため、当社は、資金調達を行う手法として、様々な資金調達方法を比較・検討してきました

が、下記「他の資金調達方法との比較」に記載のとおり、各種資金調達方法には各々メリット及びデメリットが

ある中で、本新株予約権の発行に係る、「資金調達方法の概要」に記載した資金調達方法(以下「本スキーム」と

いいます。)が現在の当社の資金ニーズを満たす最も適切な資金調達手法であることから、本スキームによるデメ

リットも考慮した上で、総合的に判断し本スキームを採用することを決定しました。

 
＜資金調達方法の概要＞

今回の資金調達は割当予定先に対し第１回新株予約権を割当て、当社の資金調達及び財務基盤の強化が図られ

る仕組みとなっています。今回の資金調達手法は、当社といたしましても、割当予定先の要請と協議に基づき、

本新株予約権の発行により割当予定先が当社に対して段階的に投資を行うことができるように配慮したものであ

ります。加えて、本新株予約権の発行は必ずしも一度に大量の新株式を発行するものではないため、当社及び当

社既存の株主にとっても、資金調達を全て新株式により調達する場合と比べて、権利行使が完了するまでには一

定程度の期間を要することが想定されます。そのため、既存株式の希薄化が段階的に進む点において、既存株主

に対する希薄化は避けられないものの、一定の配慮ができると判断して採用いたしました。

 
＜他の資金調達方法との比較＞

①　新株式発行による増資

(a) 公募増資

公募増資による新株発行は、一度に資金調達が可能となるものの、時価総額や株式の流動性によって調達

金額に限界があり、当社の時価総額や株式の流動性を勘案すると必要額の調達が困難であると考えられま

す。また、公募増資の場合には検討や準備等にかかる時間も長く、公募増資を実施できるかどうかもその時

点での株価動向や市場全体の動向に大きく左右され、一度実施のタイミングを逃すと決算発表や半期報告書

及び有価証券報告書の提出期限との関係で最低でも数か月程度は後ろ倒しになることから柔軟性が低く、資

金調達の機動性という観点からは今回のスキームの方がメリットは大きいと考えています。加えて、現時点

での当社の業績動向や財務状況等に照らした場合には、当社普通株式の引受けを行う証券会社を見つけるこ

とは困難と考えられます。これらの点を考慮の上、公募増資は今回の資金調達方法として適当ではないと判

断しました。

(b) 株主割当増資

株主割当増資では、資力等の問題から割当先である株主の応募率が不透明であり、また実務上も近時にお

いて実施された事例が乏しく、当社としてもどの程度の金額の資金の調達が可能なのかの目処を立てること

が非常に困難です。これらの点を考慮の上、株主割当増資は今回の資金調達方法として適当でないと判断し

ました。

(c) 第三者割当による新株式発行 

第三者割当による新株式発行は、資金調達が一度に可能となるものの、同時に将来の１株当たり利益の希

薄化を一度に引き起こすため、必要資金の全額を新株式の発行で調達することは、株価に対する直接的な影

響が大きいと考えられます。
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②　ＣＢ(転換社債型新株予約権付社債)

ＣＢは発行時点で必要額全額を確実に調達できるというメリットがありますが、発行後に転換が進まない場

合には、当社の負債額を全体として増加させることとなり当社の借入余力に悪影響を及ぼすとともに、償還時

点で多額の資金が将来的に必要となるところ現時点でかかる資金を確保できるかが不透明であるため、今回の

資金調達方法として適当でないと判断しました。また、ＭＳＣＢ(転換価額修正条項付転換社債型新株予約権付

社債)は相対的に転換の速度が速い傾向にあるものの、転換により交付される株数が転換価額に応じて決定され

るという構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な

影響が大きく株主の皆様へのデメリットが大きいと考えられます。かかるデメリットを考慮した結果、当社と

しては必要額を確実に調達することよりも、希薄化を抑えた上で不足額が生じた場合には当該不足額を別の方

法で調達することが株主の皆様の利益になると考え、ＭＳＣＢも今回の資金調達方法として適当でないと判断

しました。

③　新株予約権無償割当による増資(ライツ・イシュー)

株主全員に新株予約権を無償で割り当てることによる増資、いわゆるライツ・イシューには当社が金融商品

取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・イシューと、当社が金融商品取引業者との元引受

契約を締結せず新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・イシューがありま

すが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された実績が乏しく、資金調達手法としてま

だ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが増大することが予想される点や時価総額や

株式の流動性による調達額の限界がある点等、適切な資金調達手段ではない可能性があることから、今回の資

金調達方法として適当でないと判断しました。また、ノンコミットメント型ライツ・イシューについては、既

存株主に対して新株予約権を無償で割り当てることにより、既存株主の利益に一定程度配慮した資金調達手法

であると考えられます。しかしながら、同手法は、株主による権利行使の状況により実際の調達金額が大きく

変動する可能性があり、当社が予定する資金需要に対して、必要な時期に必要な金額を確実に調達できないリ

スクがあります。また、実施にあたっては権利行使期間の設定、株主への周知、未行使新株予約権の処理等に

一定の期間及び事務負担を要することから、迅速性及び調達の確実性の観点から、本件における資金調達手法

としては適切ではないと判断し、採用しないことといたしました。

④　借入・社債・劣後債による資金調達

借入、社債又は劣後債のみによる資金調達では、調達額が全額負債となるため、財務健全性がさらに低下す

ることから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断しました。

 
＜本新株予約権の特徴について＞

［メリット］

①　最大交付株式数の限定

本新株予約権の目的である当社普通株式数は810,000株で固定されており、行使価額が修正された場合で

あっても、将来の株価動向によって当初の見込みを超える希薄化が生じるおそれはありません(但し、上記

「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載のとおり、調整されることがあります。)。

②　流動性の向上

本新株予約権の行使による発行株式総数は、2026年４月30日現在の当社発行済株式総数の15.46％(810,000

株)であり、割当予定先による新株予約権の行使により発行される当社株式を順次市場にて売却すること

で、流動性の向上が見込まれます。

③　資金調達の柔軟性

本新株予約権には取得条項が付されており、本新株予約権の割当日以降いつでも、当社取締役会決議によ

り、割当予定先に対して取得日の通知又は公告を行った上で、発行価額と同額で割当予定先から当社が取

得することが可能となっております。これにより、当社により有利な資金調達方法、又はより有利な割当

先が確保できた場合はそちらに切り替えることが可能となります。
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④　行使の促進性

本新株予約権には行使価額修正条項が設定されており、最短で６か月の頻度において、本新株予約権の行

使価額を当該行使価額修正に係る取締役会決議の前取引日における株価に93％を乗じた価額（１円未満の

端数が生じた場合には、これを切り上げる。）に修正することが可能となっております。行使価額修正条

項が設定されていることで、仮に当社株価が行使価額を下回る水準で推移した場合においても、行使価額

の修正を行うことで割当予定先に本新株予約権の行使を促すことが可能となります。本新株予約権は、機

動的な資金調達に向け、自己資本が増加することにより財務基盤が安定し、借入等による資金調達手段の

可能性も拡がることから、行使の促進性を優先するために、割当予定先より打診があり、当該修正条項を

付しております。

 
［デメリット］

①　本新株予約権の下限行使価額は発行決議日の直前取引日時点の株価を基準として、336円に設定されている

ため、株価水準によっては権利行使が行われず、資金調達ができない可能性があります。

②　本新株予約権は、株価の下落局面では、下方修正されることがあるため、調達額が予定額を下回る可能性

があります。

③　割当予定先は、後述の「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当予定先の状況　f．株券等の保有方

針」に記載のとおり、本新株予約権の行使以降は、市場動向を勘案しながら売却する方針ではございます

が、割当予定先の当社株式の売却により、当社株価が下落する可能性があります。

 
２　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては同項に規定するデ

リバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

３　本新株予約権(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)に表示された権利の行使に関する事項について割当

予定先との間で締結する予定の取決めの内容

本引受契約には、上記「当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質」欄に記載した内容が含まれま

す。

４　当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

５　当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取決

めの内容

該当事項はありません。

６　その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

７　本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使する場合、上記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することができ

る期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求受付場

所を宛先として、行使請求に必要な事項を当社及び当該行使請求を行う新株予約権者が合意する方法により

通知するものとします。

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額の全額を、現金にて上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載

の払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3) 本新株予約権の行使請求は、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載

の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に効力が発生します。

８　新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しません。
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９　その他

(1) 本新株予約権の発行については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。

(2) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任します。

(3) 当社が、会社法その他の法律の改正等、本新株予約権の募集要項の規定中読み替えその他の措置が必要とな

る場合には、当社は必要な措置を講じます。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

ａ．割当予定先の概要 名称 ドリーム10号投資事業有限責任組合

所在地 東京都千代田区一番町22番地３

アデックス一番町ビル402号

出資の総額 20,100千円

組成目的 国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを

目的とする

主たる出資者及びそ

の出資比率

宮嶋正邦：49.75％

勝山博文：49.75％

モダンパス合同会社：0.5％

業務執行組合員又は

これに類ずる者

名称：モダンパス合同会社

本店所在地：東京都千代田区一番町22番地３アデックス一番町

ビル402号

代表者の役職及び氏名：代表社員　勝山博文

資本金：10万円

事業の内容：投資事業有限責任組合財産の運用、管理

主たる出資者及びその出資比率：勝山博文　100％

ｂ．当社と割当予定先と

の間の関係

出資関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

ｃ．当社と割当予定先の

業務執行組合員との

間の関係

出資関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。
 

(注)　割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、本届出書提出日現在におけるものです。
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ｄ．割当予定先の選定理由

当社は、今後の成長戦略の実行に向けて、既存事業の強化に加え、Ｍ＆Ａを含む資本業務提携を機動的に実施す

るための資金を確保する必要があると判断いたしました。そのため、財務基盤の強化を図りつつ、既存株主の皆様

の利益にも配慮した資金調達手段を検討してまいりました。

当社は、上記資金需要を踏まえ、エクイティ・ファイナンスによる資金調達の可能性について検討を開始し、

2026年３月、複数の候補先の一つとして、当社代表取締役である長島秀夫が旧知の間柄であったモダンパス合同会

社の代表社員である勝山博文氏に対し、当社の事業計画、今後の成長戦略及びＭ＆Ａを含む資本業務提携に向けた

資金確保の必要性について説明したうえで、資金調達への協力可能性及び基本的な引受意向の有無について確認を

行うとともに、想定される発行条件等について意見交換を行いました。

その後、当社は、2026年４月頃、同年５月頃を目途としてエクイティ・ファイナンスを具体的に進める方針であ

ることを、当社の資金調達に関して協議を行っていた勝山博文氏に伝え、同氏に対し、本資金調達に係る出資者の

確保及び具体的な引受主体の検討を依頼いたしました。

これに対し、勝山博文氏より、本資金調達については、同氏が出資者として関与する当該投資事業有限責任組合

において新株予約権を引き受ける方法であれば対応可能である旨の提案を受けました。その後、勝山博文氏におい

て、ドリーム10号投資事業有限責任組合を紹介いただき、当社は、同組合を本新株予約権の割当予定先とすること

を前提に検討を進めることといたしました。

当社は、当該提案を踏まえ、本資金調達の目的、必要資金額、当社株式の流動性、既存株主に与える希薄化の影

響、資金調達の確実性及び発行条件の妥当性等を総合的に検討し、その後、勝山博文氏との間で発行条件について

口頭にて協議を行い、基本的な条件について確認いたしました。

2026年５月、当社は、モダンパス合同会社が業務執行組合員を務めるドリーム10号投資事業有限責任組合につい

て、当社の資金調達の目的及び成長戦略に対する理解があること、当社の事業計画及び資金使途を踏まえた引受意

向を有していること、また、本第三者割当による資金調達の実行可能性を確保する観点から適切な割当先であると

判断したことから、同組合を本第三者割当の割当予定先として選定いたしました。

 
ｅ．割り当てようとする株式の数

割当予定先の氏名又は名称 割当株式数

ドリーム10号投資事業有限責任組合
第１回新株予約権　　　　　　8,100個
(その目的となる株式　　　 810,000株)

 

 
ｆ．株券等の保有方針

割当予定先であるドリーム10号投資事業有限責任組合の業務執行組合員であるモダンパス合同会社とは、保有方

針に関して特段の取決めをしておりませんが、純投資を目的としており、割当予定先が本第三者割当で取得する本

新株予約権の行使により取得する当社株式について、適宜判断の上、比較的短期間で売却を目標とするものの、運

用に際しては市場への影響を常に留意する方針であることをモダンパス合同会社の代表社員である勝山博文氏より

当社の取締役である高橋栄が口頭にて確認しております。割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡を検討する場

合には、事前に譲受人の本人確認、反社会的勢力等との関係確認、行使の払込原資確認、本新株予約権の行使によ

り取得する株式の保有方針の確認、当社が割当予定先との間で契約する取得等の権利・義務についても譲受人が引

継ぐことを確認し、当社取締役会にて譲渡が承認された場合には、その内容を開示いたします。
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ｇ．払込みに要する資金等の状況

当社は、本第三者割当の引受に係る払込みについて、割当予定先を名義とする銀行口座の写しを取得し、本新株

予約権の発行価額を上回る金額が確保されていることを確認しております。なお、本新株予約権の行使資金につき

ましては、割当予定先は一度に当該行使金額の総額の行使を行うだけの資金を保有しておりません。しかしなが

ら、本新株予約権の行使については、本第三者割当による取得した本新株予約権の行使により取得した当社普通株

式を市場で売却し、売却資金をもって、権利行使を繰り返す方針であること、また、行使資金に不足が生じる場合

には、主たる出資者である宮嶋正邦氏、勝山博文氏からドリーム10号投資事業有限責任組合への追加出資により対

応する方針であることの説明をモダンパス合同会社の代表社員である勝山博文氏より当社の取締役である高橋栄が

口頭にて確認しております。

 
ｉ．割当予定先の実態

当社は、割当予定先であるドリーム10号投資事業有限責任組合、ドリーム10号投資事業有限責任組合の業務執行

組合員であるモダンパス合同会社及び一般組合員(以下、「割当予定先等」という。)について、暴力団等の反社会

的勢力であるか否かについて、独自に専門の第三者調査機関であるリスクプロ株式会社(東京都千代田区九段南二丁

目３番14号、代表取締役小板橋　仁)に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領しました。当該調査報告書におい

て、当該割当予定先等の関係者が反社会的勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けております。上記のとおり割当

予定先等、割当予定先等の役員又は主要株主(主な出資者)が反社会的勢力とは一切関係がないことを確認してお

り、別途その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。

なお、ドリーム10号投資事業有限責任組合（令和６年８月９日付）における投資事業有限責任組合契約におい

て、投資の時期及び方法、投資証券等の処分の時期及び方法、新株予約権の行使、投資証券等の議決権その他の権

利の行使等組合財産の運用に関する事項は全て、投資委員会において全組合員の同意を得た上で行われるものとす

るとされており、特定の者が株主として権利行使を行う権限若しくはその指図権限又は投資権限を実質的に有する

ものではなく、当該権限を実質的に有する者が存在しないことを確認しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権は、会社法第236条第１項第６号に定める新株予約権の譲渡制限はありませんが、本引受契約における

制限として、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社の承認を要す

る旨の制限が付されています。ただし、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者に譲渡す

ることを妨げません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

新株予約権の発行価額の公正価値の算定には、第三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ(所在

地：東京都千代田区永田町１丁目11番28号　代表者：代表取締役　能勢元)(以下、「ＴＦＡ」といいます。)に依

頼し、本新株予約権の評価報告書を取得しました。

当該機関は、割当予定先の権利行使行動及び株式売却動向並びに当社の本新株予約権取得動向について合理的

に想定される仮定を置くとともに、当社の株価(672円)(2026年８月25日の終値)、行使価格(625円)、当社株式の

市場流動性、配当率(2.08％)、リスクフリーレート(1.834％)、ボラティリティ(23.75％)及び１日当たりの売却

可能株式数(直近３年間にわたる発行会社普通株式の１日当たり平均売買出来高の10％)等の諸条件等について一

定の前提を置いて、権利行使期間(2026年９月11日から2029年９月10日まで)その他の発行条件の下、一般的な株

式オプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値の算定を実施した結果、

本新株予約権１個の払込金額を598円と算定しました。割当予定先の権利行使行動に関しては、株価が行使価額を

超過し行使が可能な場合には割当予定先は、１日当たりの売却可能株式数(直近３年間にわたる発行会社普通株式

の１日当たり平均売買出来高の10％)を目途に直ちに権利行使を実施することを想定しています。

当社は、算定に用いられた手法、前提条件及び合理的に想定された仮定等について、特段の不合理な点はな

く、公正価値の算定結果は妥当であると判断しました。この算定結果をもとに割当予定先と協議した結果、本新

株予約権１個の払込金額をそれぞれ当該評価額と同額とし、598円としています。
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本新株予約権の行使価額については、取締役会決議日の直前営業日である2026年８月25日株価（672円）から

6.99％をディスカウントした１株当たり625円としており、直近の市場株価を基準とした合理的な水準であると判

断しております。当社は、割当予定先との協議を継続する中で、本資金調達の目的、必要資金額、当社の財務状

況、今後の成長投資及びＭ＆Ａを含む資本業務提携に向けた資金需要、資金調達の確実性、既存株主の皆様に生

じる希薄化の程度、並びに割当予定先による引受可能性を総合的に勘案いたしました。その結果、取締役会決議

日の直前営業日を基準とし、そこから6.99％のディスカウントを行った行使価額は、本資金調達の実行可能性を

確保しつつ、既存株主の皆様の利益にも配慮した水準であると判断いたしました。

なお、当該行使価額は、本第三者割当に関する取締役会決議日の直前営業日の終値672円に対して6.99％のディ

スカウント、同直前１ヶ月間の平均終値である665円に対して6.02％のディスカウント、同直前３ヶ月間の平均終

値である594.89円に対して5.06％のプレミアム、同直前６ヶ月間の平均終値である590.72円に対して5.80％のプ

レミアムとなっております。

 
本新株予約権の発行価額及び行使価額の決定にあたっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能

性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカル

ロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格

であると考えられるところ、払込金額が算定結果である評価額と同額で、割当予定先との間での協議を経て決定

されているため、本新株予約権の発行価額は有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断しまし

た。

また、当社監査役３名全員(うち２名が社外監査役)からＴＦＡは、当社と継続的な取引関係は無いことから当

社経営陣から一定程度独立していると認められること、また、本新株予約権の価額算定方法としては市場慣行に

従った一般的な方法で行われている同社の新株予約権算定報告書において報告された公正価値評価額と同等額の

払込金額を決定していることから、有利発行でないことについて異論がない旨の意見が述べられています。

 
(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本新株予約権の行使による発行株式数は810,000株であり、2026年４月30日現在の当社発行済株式総数5,240,000

株に対し15.46％(2026年４月30日現在の当社議決権個数33,247個に対しては24.36％)であり、これにより既存株主

の株式持分及び議決権比率が低下いたします。

また、本新株予約権全てが行使された場合の最大交付株式数810,000株を行使期間である３年間(245日／年営業日

で計算)で売却するとした場合の１日当たりの数量1,102株となり、当社株式の過去６ヵ月間における１日当たりの

平均出来高4,020株の27.42％であり、これらの売却が市場内にて短期間で行われた場合には、当社の株価に影響を

与える恐れがありますが、当社は割当予定先に対して当社株式を売却する場合には可能な限り市場動向に配慮しな

がら行うことを書面にて確認していることから、本資金調達が及ぼす株価への影響は限定的となるよう引受先から

も配慮されているものと考えています。また、交付した株式が適時適切に市場で売却されることにより、当社株式

の流動性向上に資することが期待されます。

これらを踏まえ、当社は、本第三者割当によって、当社グループの事業拡大を推進していくことが、早期に収益

を拡大するための最良の選択であるとともに、中長期的に安定した経営基盤を構築することにつながり、ひいては

当社グループの企業価値向上及び既存株主の株式価値向上につながるものと考え、流通株式数の増加が見込まれる

ものと判断しています。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合

割当後の
所有株式数
(株)

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

ドリーム10号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区一番町22
番地３

－ － 810,000 19.59％

株式会社ＥＰＡＲＫ
東京都港区芝浦四丁目16
番25号

466,400 14.03％ 466,400 11.28％

富国生命保険相互会社
(常任代理人　日本カスト
ディ銀行)

東京都千代田区内幸町二
丁目２番２号

224,400 6.75％ 224,400 5.43％

株式会社日本カストディ銀
行(信託口)

東京都中央区晴海一丁目
８番12号

224,317 6.75％ 224,317 5.43％

株式会社ＲＲＫ
神奈川県横浜市中区本牧
和田２番９号

200,000 6.02％ 200,000 4.84％

株式会社エム・エイチ・グ
ループ

渋谷区千駄ヶ谷一丁目11
番１号

162,250 4.88％ 162,250 3.92％

安田　茂幸 神奈川県横浜市栄区 137,676 4.14％ 137,676 3.33％

ＳＣＡＴ従業員持株会
東京都港区芝浦一丁目２
番１号

96,040 2.89％ 96,040 2.32％

田中　秀幸 栃木県栃木市 71,940 2.16％ 71,940 1.74％

長島　秀夫 静岡県熱海市 59,848 1.80％ 59,848 1.45％

　計  1,642,871 49.41％ 2,452,871 59.32％
 

(注) １．2026年４月30日現在の株主名簿を基準とし、本届出書提出日(2026年８月26日)までに提出された大量保有報

告書並びに変更報告書の内容を反映させ、記載をしています。

２．割当後の所有株式数及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、本第三者割当で交付される本

新株予約権に係る潜在株式数の合計810,000株(議決権数は8,100個)を加算して計算しています。

３．上記の割合は、所有議決権数の小数点以下第３位を四捨五入して算出しています。

 
６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交

付子会社との重要な契約）】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

１．事業等のリスク

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第58期)及び半期報告書(第59期中)(以下「有価証券報告書等」

という。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日

(2026年８月26日)までの間において、当該有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について重要な変更はそ

の他の事由はありません。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本有価証券届出書提出日現

在においてもその判断に変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。

 
２．臨時報告書の提出

「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第58期事業年度)の提出日以降、本届出書の提出日(2026年８月26

日)までの間において、以下の臨時報告書を提出しています。

 
(2026年１月29日提出　臨時報告書)

１　提出理由

当社は、2026年１月28日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５

第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するもの

であります。

 
２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2026年１月28日

 
(2) 決議事項の内容

第１号議案　取締役６名選任の件

長島秀夫、高橋栄、福田博行、西尾忍、富岡和治、高橋瑞穂の６氏を取締役に選任するものであります。

 
第２号議案　補欠監査役１名選任の件

今村昭文氏を補欠監査役に選任するものであります。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
取締役６名選任の件

   

(注)

  

長島秀夫 25,545 91 0 可決 99.48

高橋　栄 25,541 95 0 可決 99.47

福田博行 25,545 91 0 可決 99.48

西尾　忍 25,542 94 0 可決 99.47

富岡和治 25,536 100 0 可決 99.45

高橋瑞穂 25,528 108 0 可決 99.42

第２号議案
補欠監査役１名選任の件

   
(注)

  

今村昭文 25,438 258 0 可決 98.95
 

(注)　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

 
(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。

 
(2026年２月５日提出　臨時報告書)

１　提出理由

当社の主要株主に異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第４号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

なお、本臨時報告書は、当該事案が判明した時点で遅滞なく提出すべきでしたが、当社の主要株主要件の検証に

より、本日まで未提出となっておりましたので、今般提出するものであります。

 
２　報告内容

(1) 当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

新たに主要株主に該当する株主

株式会社ＥＰＡＲＫ
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(2) 当該異動前後における当該株主の所有する議決権の数(所有株式数)及び総株主の議決権の数に対する割合

 
議決権の数
(所有株式数)

総株主の議決権の数に対する割合

異動前
(2025年11月13日現在)

3,303個
(330,300株)

9.99％

異動後
(2025年11月14日現在)

3,331個
(333,100株)

10.08％
 

注１) 2025年10月31日現在の発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,240,000株

注２) 2025年10月31日現在の議決権のない株式として発行済株式総数から控除した株式総数　1,936,900株

注３) 2025年10月31日現在の総株主の議決権数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,031個

注４) 異動前後の議決権数、所有株式数、及び総株主の議決権の数に対する割合は、2025年12月22日付大量保有報

告書(変更報告書)に記載の最近60日間の取得の状況より算出。

注５) 総株主の議決権に対する割合は、小数点第三位を切り捨てております。

 
(3) 当該異動の年月日

2025年11月14日

 
(4) その他の事項

本報告書提出日現在の資本金の額　200百万円

発行済株式総数　5,240,000株
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第58期)

自　2024年11月１日
至　2025年10月31日

2026年１月26日
関東財務局長に提出

半期報告書
事業年度
(第59期中)

自　2025年11月１日
至　2026年４月30日

2026年６月12日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライ

ン)」Ａ４－１に基づき本届出書の添付書類としています。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 
2026年１月26日

ＳＣＡＴ株式会社

取締役会  御中

 

アーク有限責任監査法人

　東京オフィス
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　　　真　人  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 逸　見　　　宗　義  
 

 
＜連結財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるＳＣＡＴ株式会社の2024年11月１日から2025年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財
務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｓ
ＣＡＴ株式会社及び連結子会社の2025年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重
要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見
の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。 
 

美容ＩＣＴ事業における売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社グループの主要な事業である美容ＩＣＴ事業は、
美容業界向けにシステム販売、システム及びハードウェ
アの保守、並びにコンテンツのサービスを行っている
が、注記事項「（セグメント情報等）【セグメント情
報】３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、
資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の
分解情報」に記載のとおり、当連結会計年度の美容ＩＣ
Ｔ事業の売上高は1,550,116千円と連結売上高の59.5%を
占めている。
注記事項「（連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項）４．会計方針に関する事項（５）重要な収益
及び費用の計上基準」に記載のとおり、システム販売
は、顧客との契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を
負っており、顧客に引き渡し検収された時点で履行義務
が充足されるため、その一時点で収益を認識している。
また、システム及びハードウェアの保守、並びにコンテ
ンツのサービスは、顧客との契約に基づいて契約期間に
わたり当該サービスを提供する履行義務を負っており、
会社グループがサービスを提供する期間にわたり履行義
務が充足されるため、期間に応じて収益を認識してい
る。

当監査法人は、美容ＩＣＴ事業における売上高の期間
帰属の適切性を検討するに当たり、美容ＩＣＴ事業にお
ける主要な会社であるＳＣＡＴ株式会社を対象に、主と
して以下の監査手続を実施した。
 
（内部統制の評価）
　美容ＩＣＴ事業に関連する売上高の計上プロセスに係
る会社の内部統制の整備及び運用状況を評価した。
 
（売上高の期間帰属の適切性）
・当連結会計年度に売上計上された取引のうち、一定金
額以上の売上取引、及び統計的手法に基づいて抽出した
売上取引の売上計上時期と金額について、顧客からの注
文書及び物品受領書等、その適切性を証明する契約条件
に応じた外部証憑等に記載の時期、及び金額との整合性
を検討した。
・期末日基準で売掛金の残高確認を実施し、売掛金残高
と顧客からの回答との整合性を検討した。
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会社グループは、これらの履行義務が異なる売上取引
に対して、売上高の期間帰属の適切性を担保するための
内部統制を構築している。しかし、内部統制は判断の誤
り、不注意のほか、無視又は無効ならしめることにより
有効に機能しなくなる場合があることから、履行義務が
充足されていない時点で売上高を認識してしまう潜在的
なリスクが存在する。
以上から、当監査法人は、美容ＩＣＴ事業における売
上高の期間帰属の適切性が、当連結会計年度の連結財務
諸表監査において特に重要であり、監査上の主要な検討
事項に該当すると判断した。

・特定のシナリオに基づき抽出された売上取引、及び期
末日付近の特定の売上取引について、期間帰属の適切性
を検証するために、契約条件に応じた履行義務が充足さ
れたことを示す外部証憑等に記載の時期、及び金額との
整合性を検討した。
・期末日後の一定期間における売上高の取消又は減額処
理について、会計仕訳を閲覧し、当連結会計年度に売上
高のマイナスとして処理すべき重要な取引の有無を検討
した。
 

 

 
その他の記載内容
その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書
以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ
のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
 
連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸
表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査
閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判
断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表
が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利
益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞     
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＳＣＡＴ株式会社の2025年10
月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
当監査法人は、ＳＣＡＴ株式会社が2025年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内
部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。  
監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
 
内部統制監査における監査人の責任 
監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。 
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す
る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び
適用される。 
・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内
部統制報告書の表示を検討する。 
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、
内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、
識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
 
＜報酬関連情報＞
当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬
及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査
の状況】に記載されている。 
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以 上

(注) １　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 
2026年１月26日

ＳＣＡＴ株式会社

取締役会  御中

 

アーク有限責任監査法人

　東京オフィス
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　　　真　人  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 逸　見　　　宗　義  
 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるＳＣＡＴ株式会社の2024年11月１日から2025年10月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＳＣＡ
Ｔ株式会社の2025年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である
と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい
て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。 
 
美容ＩＣＴ事業における売上高の期間帰属の適切性

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（美容ＩＣＴ事業における売上高の期間帰属の
適切性）と実質的に同一内容であるため、記載を省略している。
 

 
その他の記載内容
その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書
以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事
項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ
れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回
ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 
＜報酬関連情報＞
報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以  上

 

(注) １　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年６月12日

ＳＣＡＴ株式会社

取締役会  御中

　

アーク有限責任監査法人

　東京オフィス
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　　葉　　　真　　人  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 逸　　見　　　宗　　義  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＣＡＴ株式会

社の2025年11月１日から2026年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ＳＣＡＴ株式会社及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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